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資  料 

                                  総Ｒ6.8.19 

 

高山市行政経営方針の策定について 

 

１．方針の位置づけ等 

高山市行政経営方針は、市の最上位計画である第八次総合計画の着実な推進を行財政面 

 から下支えするものと位置づけ、急速な人口減少や少子高齢化をはじめとした様々な環境 

 の変化に対し、限られた資源を有効に活用し、成果を上げ続けられる仕組みを構築する 

 「行政を経営する」という視点において、将来にわたり持続可能で安定的な行政運営を目 

 指すことを目的とした方針である。 

現方針期間（令和２年度～令和６年度）の終了に伴い、社会情勢の変化や現方針の評価、

これまで行政経営推進委員から指摘されていた事項等をふまえ、現在策定中の第九次総合

計画及び各種関連計画を下支えし、職員が業務を遂行するうえで意識することができる方

針として、新たに策定する。 

 

２．方針の期間 

  令和７年度～令和１６年度(１０年間） ※５年で見直しを行う。 

 

３．現状と課題 別紙１ 

人口減少・少子高齢化の進行、経済情勢・雇用環境の悪化、価値観・生活様式等の変容、 

 財政の硬直化の進行等、行政を取り巻く様々な環境が急速に変化している中で、市民が行 

 政に求めるニーズも多様化・高度化してきており、現方針の成果と課題、今後の方向性を 

 整理し、時代に即した方針への見直しが必要である。 

 

４．基本理念 

現方針では、「急速な人口減少や少子高齢化をはじめとした様々な環境の変化に対し、 

 限られた資源を有効に活用し、成果を上げ続けられる仕組みを構築する『行政を経営す 

 る』という視点において、将来にわたり持続可能で安定的な行政経営を目指す」ことを目 

 的に、基本理念を「人口減少など社会経済情勢の変化に対応し、安定した市民サービスが 

 提供できる継続可能なまち」として取組みを進めてきた。 

今後の１０年間は、更なる人口減少や少子高齢化の進行など、目まぐるしく変化し続け 

 る社会経済情勢の中において、市民が行政に求めるニーズもさらに多様化・高度化するこ 

 とが想定され、行政だけでは十分な対応が困難となる可能性があることから、すでに取り 

 組んでいる方々やノウハウがある方々といった多様な主体と協働するなど、より効果的で 
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 安定した市民サービスの提供を行っていく必要があるという考えのもと、次期方針におい 

 ても、現方針の基本理念を継承する。 

なお、基本理念中「継続可能」としていた表記は、他の計画などと合わせ「持続可能」 

 とする。 

  

 ◇次期方針の基本理念 

  「人口減少など社会経済情勢の変化に対応し、安定した市民サービスが提供できる持続 

   可能なまち」 

 

５．策定の主なポイント 別紙２ 

現方針の柱について、成果や課題、行政経営推進委員からの意見等を整理し、社会潮流 

 や市を取り巻く課題等に対応するため、以下のとおり５つの柱にて構成する。 

 

（１）協働のマネジメント【多様な主体による協働】 

 人口減少・少子高齢化等に伴う様々な地域課題に対応するため、まちづくり協議会や 

 市民活動団体等による協働のまちづくりの更なる強化をはじめ、若者・民間事業者等 

 の知識やノウハウの活用、広域的視点での国・県・他自治体と連携した取組みなど、 

 多様な主体と協働・連携して課題を解決する新しい公共マネジメントをすすめる。 

 

（２）デジタル技術のマネジメント【ＤＸの推進】 

   コロナ禍を経てデジタル化の進展が一層進む中、人材不足などの地域の課題解決をは 

   じめ、行政内部における業務の効率化、市民の利便性の向上等を図るため、デジタル 

   技術や各種データの活用等ＤＸを推進するとともに、官民連携組織を設置し、情報共 

   有体制の構築などをすすめる。 

 

（３）組織・人材・業務のマネジメント【組織運営の最適化】 

   多様化・高度化する行政課題に対応し、より少ない経費で質の高い行政サービスを効 

   率的かつ効果的に提供できる環境を整備するため、機能的な組織の構築、職員の意識 

   改革と能力向上や働き方改革など多様な人材が力を発揮できる組織運営をすすめる。 

 

（４）公有財産のマネジメント【公有財産の総合的な管理】 

   公共施設の利用需要に対応したサービスを提供していくため、公共施設等の適正配置 

   や効率的かつ効果的な管理・運営、未利用資産の有効活用をすすめる。 

 

（５）財務のマネジメント【将来を見据えた財政運営】 

   「入る（歳入）を量りて出ずる（歳出）を制す」という財政運営の基本姿勢のもと、 
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   新たな財源などによる歳入の確保やコスト縮減等による歳出の適正化など、将来を見 

   据えた計画的な財政運営をすすめる。 

 

６．スケジュール 

令和６年 ９月 行政経営推進委員会 

    １０月 行政経営推進本部 

    １１月 議会総務環境委員会 

           パブリックコメント 

令和７年 １月 行政経営推進委員会（諮問） 

     ２月 行政経営推進委員会（答申） 

     ３月 策定、公表 



現行方針の成果と課題・今後の方向性について

柱 基本方針 成果と課題・今後の方向性

 １．多様な主体による協働
　　【協働のマネジメント】

①市民協働の更なる強化

まちづくり協議会や町内会の活動促進については、買い物支援をサポートする体制の構築や活動の活
性化を目的としたコミュニティ財団との連携協定の締結、町内会役員の負担軽減のための委員の選出や
回覧、募金などの見直しを実施した。
地域の課題解決の担い手育成については、地域課題解決型事業活動プランコンテストの実施や地域お
こし協力隊の方針などを決定した。
その他、市内小中学校への学校運営協議会の設置、外国人向けワンストップ医療相談窓口の設置、め
でたの会会員との交流の促進、飛騨高山パートナーシップセンターの設置、飛騨高山SDGｓパートナー登
録制度の創設やであい塾分室の運営などを実施し、市民協働の強化が図られた。
【今後の方向性】
まちづくり協議会の事業や組織見直しの促進、地域コミュニティの維持・活性化に向けたデジタル技術の
活用、自治基本条例の策定、まちづくりにおける新たな制度やしくみの構築など、各種団体の組織のあり
方や関わる人材の確保、官と民、民と民などの更なる連携の強化などが必要である。

②外部知識等の活用

成年後見支援センターや人工授精業務の委託化、民間企業からの派遣受入などを実施し、外部知識等
の活用が図られた。
【今後の方向性】
ワンストップ窓口の新設を含む組織体制の見直しやスクールバス運行業務の委託化、給食センターの整
備・調理業務などの運営面も含めた民間活力の導入、保育園のあるべき姿の検討など、外部有識者の
知見を取り入れ、多様な主体との連携を推進し、民間の活力を活用した業務のアウトソーシングや窓口
業務改革等を一層推進することが必要である。

③国・県・他自治体等との連携

広域医療体制の構築や大学医学部等との連携、サテライトキャンパスの設置などを実施し、国・県・他自
治体等との連携が図られた。
【今後の方向性】
安定的な医療提供体制の継続や地域共創型飛騨高山医療者教育学講座の開設など、安定した財政基
盤のもと、行政サービスの維持・向上や業務の効率化を図るため、国・県や他自治体等との人材や財源
等の更なる連携を図ることが必要である。

 ２．組織運営の最適化
　　【組織・人材のマネジメント】

①機能的な組織の構築

行政課題に対応した庁内の組織見直しや適正な人員の確保、各種業務の効率化・簡素化、消防団のあ
り方の検討を踏まえた統廃合などを実施し、機能的な組織の構築が図られた。
【今後の方向性】
適正な職員配置や内部統制など、多様化する市民ニーズに対応した効率的な業務運営を検討する必要
がある。

②職員の意識改革と能力の向上

専門的分野・専門技術など多様な人材の確保や様々な行政課題への対応に関する職員研修、長期派
遣の実施による職員の育成などを計画的に実施し、職員の意識改革と能力の向上が図られた。
【今後の方向性】
働く場の多様化による若年層の早期退職もある中、職員採用試験の見直しや受験者拡大に向けた取り
組みなどにより、多様な人材の確保と職員の育成に努める必要がある。

③働き方改革の推進

健康診断の結果を踏まえた職員への健康管理やテレワーク等の実施により、働き方改革の推進が図ら
れた。
【今後の方向性】
高ストレスやメンタルヘルスの不調を抱える職員もあるため、働きやすい職場環境づくりを目的とした業
務改善に取り組み、多様な働き方を推進する必要がある。

 ３．効率的で効果的な行政運営　
　　【業務・情報のマネジメント】 

①根拠や効果を明確にした業務
の実施

事業の施策評価や各種調査分析に基づいた事業等の見直しにより、根拠や効果を明確にした業務の実
施が図られた。
【今後の方向性】
根拠や効果の明確化に努めるとともに、ＤＸ推進については、業務の効率化だけでなく経費削減の視点
も入れながら、市民や事業者にも広げていく必要がある。

②情報の共有

広報紙の見直しやＳＮＳ（ＬＩＮＥ・インスタグラム）などの活用により、市政情報の発信が強化でき、情報の
共有が図られた。
【今後の方向性】
市民参加条例に基づく意見聴取や対話集会の実施、適正な情報公開制度の運用などに取り組む必要が
ある。

③先端技術の活用

ＤＸ推進計画を策定するとともに、各種手続きのオンライン化や高齢者を中心としたスマホ教室の開催、
ワンストップサービスの実施、学校や議会のICT化など、様々な業務においてＤＸツールの導入・普及が
進むとともに、業務や市民サービスの向上にも繋がり、先端技術の活用が図られた。
【今後の方向性】
マイナンバーカードを活用したサービスの拡大など、大きな視点でＤＸを含むデジタル技術の活用などに
取り組む必要がある。

 ４．公有財産の総合的な管理
　　【公有財産のマネジメント】

①公共施設等の効率的・効果的
な管理・運営

公共施設等総合管理計画に基づき、飛騨高山にぎわい交流館「大政」の整備や市民プール、サッカー場
、野球場、高根多目的センターなどの施設整備に着手した。留之原公民館などの譲渡、清見里人学校や
ひだ清見ラベンダー公園などの廃止により公共施設の適正配置を進め、効率的・効果的な管理・運営が
図られた。
【今後の方向性】
公共施設等総合管理計画の中期（R７～１６の１０年間）に入るため、計画の見直しを行うとともに、引き
続き施設の適正な配置及び効率的・効果的な管理運営の取り組みを進める必要がある。

②未利用資産の活用や処分

未利用資産（土地・建物）の貸付けや売却、市有美術品や文化財資料の有効活用などを進め、未利用資
産の活用や処分が図られた。
【今後の方向性】
公共施設等総合管理計画の取り組みを踏まえ、廃止した施設について、活用や処分（売却）などファシリ
ティマネジメントの視点を強化する必要がある。

 ５．将来を見据えた財政運営
　　【財務のマネジメント】 

①歳入の確保

徴収業務の委託化や徴収強化による収納率の向上、国庫支出金等、ふるさと納税、広告事業等による
財源確保に努め、歳入の確保が図られた。
【今後の方向性】
将来を見据えた計画的な財政運営のため、既存歳入を堅持するとともに、新たな財源確保に努める必要
がある。

②歳出の適正化

行政コストの縮減やＰＰＰ導入による効率的な施設整備、補助金・負担金の見直しなどを進め、歳出の適
正化が図られた。
【今後の方向性】
将来を見据えた計画的な財政運営のため、行政サービスや補助金・負担金の見直しなど、引き続き歳出
の適正化を進める必要がある。

③計画的な財政運営

債権管理条例の制定による全庁的な債権管理などを進め、計画的な財政運営が図られた。
【今後の方向性】
受益と負担の適正化という観点を踏まえ、行政サービスに対する各種料金の見直しや、地方債の計画的
な借り入れ、基金の効果的な運用を進めることが必要である。
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高山市行政経営方針の見直しについて

現行方針 次期方針（案）

 ※赤字部分が主な修正箇所等

１．基本理念 １．基本理念

　　人口減少など社会経済情勢の変化に対応し、安定した市民サービスが提供できる継続可能なまち 　　人口減少など社会経済情勢の変化に対応し、安定した市民サービスが提供できる持続可能なまち

２．柱と基本方針 ２．柱と基本方針

柱 基本方針 課題等 柱 基本方針

１．多様な主体による協働
　　【協働のマネジメント】

①市民協働の更なる強化

社
会
潮
流

○人口減少、少子高齢化の進行
　・経済活動、地域活動の低迷
　・少子高齢化に伴う社会保障関連経費の
    増大
　・異次元の少子化対策（こども未来戦略方

 針等）

○経済情勢、雇用環境の変化
　・急速な物価上昇、賃金上昇圧力の高まり
　・働き方改革の推進
　・人材不足

○価値観、生活様式等の変容
　・コロナ禍を経て変容した価値観や生活様
    式への適応
　・行政ニーズの多様化
　・デジタル化の進展

○行財政運営
　・依然として厳しい地方財政事情（人口減
    少等の影響に伴う地方財政の硬直化）
　・情報化社会の進展

１．協働のマネジメント
　　　【多様な主体による協働】

①市民協働の更なる強化

②外部知識等の活用 ②民間活力・外部知識等の活用

③国・県・他自治体等との連携 ③国・県・他自治体等との連携

２．組織運営の最適化
　　【組織・人材のマネジメント】

①機能的な組織の構築

２．デジタル技術のマネジメント
　　　【ＤＸの推進】

①デジタル技術の活用

②職員の意識改革と能力の向上 ②データの活用

③働き方改革の推進 ③情報共有の充実

３．効率的で効果的な行政運営　
　　【業務・情報のマネジメント】 

①根拠や効果を明確にした業務の実施

３．組織・人材・業務のマネジメント
 【組織運営の最適化】

①機能的な組織の構築

②情報の共有 ②職員の意識改革と能力の向上

市
の
現
状

※社会潮流に加え、市を取り巻く課題等

○人口減少、少子高齢化の急激な進行
　・地域の担い手不足の顕在化
　・高齢者の活躍
　・少子化対策、こども・子育て支援の充実
　　（こども未来部創設）
　・若者活躍推進、若者の地元回帰

○経済情勢、雇用環境の悪化
　・労働力人口の減少
　・人材不足の慢性化

○協働のまちづくり
　・協働のまちづくりの推進
　・自治に関する基本的なルールの制定

○行財政運営
　・市税等自主財源の減少
　・財政の硬直化の進行
　・公共施設の老朽化、多数の施設更新
　・デジタル化の推進
　・職員の確保、流出抑制
　・業務の高度化、複雑化

③先端技術の活用 ③働き方改革の推進と業務の改善

４．公有財産の総合的な管理
　　【公有財産のマネジメント】

①公共施設等の効率的・効果的な管理・運営

４．公有財産のマネジメント
　　　【公有財産の総合的な管理】

①公共施設等の適正配置

②未利用資産の活用や処分 ②公共施設等の効率的・効果的な管理・運営

③未利用資産の活用や処分

５．将来を見据えた財政運営
　　 【財務のマネジメント】 

①歳入の確保

５．財務のマネジメント
　　　【将来を見据えた財政運営】 

①歳入の確保

②歳出の適正化 ②歳出の適正化

③計画的な財政運営 ③計画的な財政運営

別紙２

5


